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2020 年度事業計画 

 

 

Ⅰ 事業計画の基本的な考え方 

（１）地方分権の推進、市民自治の確立に向けて、行政・自治体職員と市民運動、ＮＰＯ

との接点にたって事業を進めます。 

（２）学者、研究者とのネットワークの拡大につとめます。 

 

Ⅱ 事業計画 

１．地方自治に関する資料の収集及び公開事業（定款第 4条第 1号事業） 

  （総額 37 万 3 千円） 

（１）東京都及び市区町村の行政資料を収集し、公開する。 

（２）地方自治に関する文献・定期刊行物を収集し、公開する。 

・定期刊行物・雑誌 

・地方自治研究センター機関誌 

（３）地方自治に関する図書を収集し、公開する。 

（４）会員・都民に入手資料を紹介し、閲覧に供する。 

・図書、資料を分類整理し、公開する。 

・機関誌『とうきょうの自治』及びホームページで入手資料を公開する。 

 

２．地方自治に関する調査・研究事業（定款第 4条第 2 号事業） 

（総額 131 万 2 千円） 

（１）指定管理者制度研究会（継続事業） 

  ● 調査目的 

指定管理者制度は、2003 年の地方自治法の改正でスタートして以降、ほぼ全て

の自治体で公の施設の管理・運営に用いられていると考えられる。制度発足当時

に発出された総務省自治行政局長通知で「経費の縮減」などが打ち出されたこと

もあってか、指定管理者制度の活用によって公の施設の持つ本来の役割を損なっ

ているケースも見受けられる。 
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そこで、指定管理者制度運用の現状を把握し、今後の指定管理者制度について

調査・研究を行うこととする 

 

（２）都内基礎自治体ベンチマーク研究会（継続事業） 

● 調査研究目的 

これまで（一財）地域生活研究所が実施してきた研究成果を継承し、同研究所と

の共同プロジェクトとして、市区町村行政にかかわるデータブック作成を進め

る。 

 

（３）分権時代の人事制度調査会（継続事業） 

  ● 調査目的 

地方分権・市民自治を推し進めるために、自治体職員の企画力・政策形成能

力・プレゼンテーション能力などが従来にも増して問われている中で、東京都及

び市区町村の人事評価システムや人事制度の調査・分析を行い、分権時代にふさ

わしい人事制度を展望することとする。 

 

（４）東京湾岸大規模風水害研究会（仮称）（新規事業） 

  ● 調査目的 

首都圏における自然災害について、昨今、風水害が甚大化してきている。2019

年では、台風 15 号、19 号により、大規模な河川氾濫、強風による建築物倒壊など

大きな被害が生じたところである。 

そこで、（一社）千葉県地方自治研究センター及び（公社）神奈川県地方自治

研究センターと共同して表記研究会を設置し、被害発生状況と今後の課題の調

査・研究を行うこととする。 

 

３．地方自治に関する研修会・講演会の開催事業（定款第 4条第 3号事業） 

（総額 233 万 5 千円） 

（１）月例フォーラム 

月例フォーラムは、財政学校開催の 2月及び夏季 8月を除き毎月開催する。原則

的にひとつのテーマについて、系統的に 3回開催する。 



- 3 - 

 

 

第１期（4月～6月）№281～283 

   ※ 例年の第 1期は「3月～5月」だが、新型コロナウィルス感染拡大防止の

観点から、2020 年度は「5月～6月」とする。 

「第 8期介護保険事業計画策定に向けて」 

5 月 18 日（月）「高齢社会の住宅政策」 

講師：松本暢子（大妻女子大学社会情報学部教授） 

5 月 25 日（月）「介護労働の現場から」 

講師：村上久美子（日本介護クラフトユニオン政策部門長） 

6 月 3 日（水）「2020 年介護保険法改正と第 8期介護保険事業計画策定の課題」 

講師：鏡 諭（淑徳大学コミュニティ政策学部教授） 

 

第２期（6月～9月）№284～286 

「甚大化する風水害と自治体」 

6 月 24 日（水）「東京都の防災計画－広域避難と東京マイタイムライン－」 

講師：濵中哲彦
あきひこ

（東京都総合防災部計画調整担当課長） 

7 月 15 日（水）「気候温暖化と甚大化する風水害－自治体でやるべきこと・できること－」 

講師：平田仁子
き み こ

（特定非営利活動法人気候ネットワーク理事/国際ディレクター） 

9 月 17 日（木）「甚大化する風水害と自治体の役割」 

講師： 

伊藤久雄（東京自治研究センター理事・特定非営利活動法人まちポット理事） 

       

第３期（10 月～12 月）№287～289 

    

   No.290 

  1 月 「2021 年度東京都予算案」 

      

（２）第 37 回財政学校 

2021 年 2 月 11 日に、講座形式で開催する。2021 年度の国の予算と地方財政対

策、東京都、市区町村の予算分析を中心にカリキュラムを編成する。 
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（３）財政分析講座等の取り組み 

前項の集中方式の財政学校にとどまらず、団体会員や市民団体の「財政分析講

座」開催にあたって、積極的に協力する。具体的には市町村と特別区に分けて、そ

れぞれ第一線で働く自治体職員の方々と意見交換・協働しながら分析を進める。 

 

（４）他団体との共催講座 

定例的な月例フォーラムに加えて、都本部政治政策局や連合東京とも協力して、

時宜に応じたテーマでセミナー、シンポジウムを開催する。 

 

（５）先進自治体視察研修＝まちづくりウォッチング 

全国の自治体における先進的な取り組みに学ぶため、都内自治体を含めた関東圏

内を対象に視察研修を実施する。 

 

４．地方自治に関する機関誌及び図書の刊行事業（定款第４条第４号事業） 

（総額 539 万 2 千円） 

（１）『とうきょうの自治』の発行 

年４回（６月、９月、１２月、３月）発行の季刊とする。取材記事・インタビュ

ー記事・投稿等も掲載し、読みやすい内容となるよう心がける。 

・配布対象  会員・自治体・公共図書館・各県自治研究センターほか 

・発行部数  4,100 部 

 

（２）紀要「るびゅ・さあんとる」（La Revue du Centre）の発行 

東京自治研究センター紀要「るびゅ・さあんとる」を年一回発行する。引き続き

時宜に適ったテーマで学術性の高い論文を掲載していく。 

 

（３）印刷物の刊行・普及 

研究事業の成果を公表する媒体として、適宜印刷物を刊行し、普及と活用を図

る。 
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（４）ホームページの充実 

ホームページが、当センターと各会員をはじめとした都民全体をつなぐパイプと

して十分機能するよう、引き続き内容の充実を図る。 

 

５．地域自治研究センター及び関東甲各県センターとの交流・共同事業について 

東京都内には、葛飾・八王子・町田・調布・東久留米・西東京に 6つの地域自治

研究センターが存在する。これらの地域の自治研究センターはじめ、市民の政策研

究活動との交流及び情報交換を行う。 

また広域的な行政課題への対応を見据え、関東甲地域に存在する各県センターと

の組織的な交流を強め、共同研究を企画する。 

さらに、全国の地方自治研究センターとの意見交換・交流を目的意識的に進める

とともに、地方自治総合研究所との共同プロジェクト等に参画する。 

 

 


